
問．本県管下の市町村や県民に対して今後どのような普及啓発、周知を行い受診率向上を目指されるのか知事の考え
をお聞かせください。（答弁省略）

問．以下３つの理由から歯周疾患検診の個人負担を無料にしてほしいと考えますが知事の考えをお聞かせください。
●　既にすべての市町村の歯科検診を無料にしている県があること
●　本県は人口10万人対歯科医師数が全国3位のマンパワー資源があり、受診者が増えても対応が可能であること
●　国において、生涯を通じた歯科検診の法制化に向けて政治活動が活発化している中、医療雄県の本県が「無料の歯周疾患検
　　診」を実施することは大きな意味をもつことになると考えるため

【知事答弁】歯周疾患検診を含む健康増進事業に要する経費については、国及び県で３分の２を市町村に補助することとなっ
ている。歯周疾患検診の自己負担額については、各市町村がこの補助制度の中で、他の健診の自己負担額との均衡や受益者
負担のあり方等を考慮して、判断し、設定されるものと考える。

歯周疾患検診について

問．本県は福岡県歯科口腔保健推進計画の推進真っ只中にあり、歯科衛生士の供給対策については、関係団体と連携
を図り対応していくことになっています。養成校における入学者数の確保について、このために必要な「広告・宣
伝」に係る経費や教育環境の充実に向けた「施設・設備」の補助金、あるいは「苦学生」のための修学資金の貸付や
助成などについても論じられるべきではないかと考えますが、知事のご所見をお聞かせください。

【知事答弁】歯科衛生士が就業にあたって求めている点は、職場の勤務時間や有給休暇等の働きやすさとなっている。この
ことから、歯科衛生士にとって魅力ある職場となるよう職場環境を整えていくことが、入学者の確保のためにも必要と考え
られる。県としては、県歯科医師会、県歯科衛生士会等の関係団体と協議を行い、どのような取組ができるのか、検討してま
いる。

一般質問　【歯科医療・口腔ケアの需要について】
※一部抜粋

知事要望

歯科衛生士は深刻な不足状態にあるにも関わらず、歯科衛生士養成校が定員割れしてい
る原因の一つに、養成学校における就業年数の延長による就学資金の「資金繰り問題」
があります。2年制から３年制へ移行されたことによって、校納金などのお金の準備でき
ずに、養成校へ行きたくても行けなかった実例もあります。同じ医療職の看護師と同
様、歯科衛生士の「就学資金貸付金」の創設を要望します。

歯の健康は心臓病、糖尿病、肺炎、認知症などに影響することが分かってきています。特
に様々な生活習慣病などのリスク要因となる「歯周病」には、早期発見・早期治療が大切
なことから、本県でも、40歳・50歳・60歳・70歳の節目の年齢の方を対象に「歯周疾患
検診」を実施しています。しかし、実施主体の市町村は、あくまで努力義務であり、実施
することに強い縛りがありません。（※参考久留米市歯周病検診受診率）更に実施しても
受診率はあまり高くなく、住民の個人負担額も自治体毎にバラバラになっています。

【知事答弁】歯周疾患検診を実施している市町村の平均受診率は、平成２８年度３．１％、２９年度３．９％、３０年度４．０％、
令和元年度３．８％、２年度４．１％と、低い状況が続いている。この検診は、定期的に歯科健診を受診しない方を、かかり
つけ歯科医につなぐ「きっかけ」となるものであることから、受診率の向上に向けた取組を進めてまいる。

歯科診療所等の歯科衛生士不足に加え、地域包括ケアシステムの推進に伴い、今後必要とされる歯科衛生士の人材確保
が極めて困難になりつつあります。福岡県下の歯科衛生士養成校は８校あり、定員数は385名です。令和3年3月の求
人倍率は、歯科衛生士養成学校は20.5倍となっています（看護師養成学校は2.4倍程度）。歯科衛生士の供給力を高め
るためには、ただ単に入学定員をアップされば良いというわけではありません。現実は売り手市場にも関わらず、入学
者が少なく定員割れしている学校が散見されます。

年度 受診率
平成28年 3.9%
平成29年 4.9%
平成30年 5.2%
令和元年 4.9%
令和2年 5.8%

▼久留米市歯周疾患検診受診率

‐５年間の平均受診率は4.5％
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